
　カキノキ科。
クロキ（方言名：クルチ）、ヤエヤマコクタンとも云われ、昔から三線の棹
の材料として使われている。
民家の庭木や街路樹等としても、高い人気を誇る木である。

うるま市の木『リュウキュウコクタン』

第３章　生活保護
　　　　 及び生活困窮者自立支援事業

　アオイ科。和名はオオハマボウ。
花は鮮やかな黄色で、亜熱帯から熱帯に
かけて分布する。昔は樹皮から取れる繊
維や葉っぱを利用する等生活に密着した
花木であった。現在でも潮害防備林とし
て活用され、県内の海岸沿いでもよく見
られる。

　ベラ科。和名はシロクラベラで、最
大で１メートルにもなる大型魚。
　青の文様が美しく、サンゴ礁に生息
し、通年観察できる。
　沖縄を代表する高級魚の一つであ
る。

うるま市の花木『ユウナ』（方言名）

うるま市の魚『マクブ』（方言名）

　トウカムリガイ科で、漢字で「唐冠貝」
と書くように、中国の帽子に似ていること
から名付けられた。
　うるま市の海域に生息しており、成長す
ると体長４０cmにもなる大型巻貝で、ヒ
トデ等を食べることでも知られている。
　昔から聖域である祠にも祀られている。

市の貝『トウカムリ』

　『チャ－ン』は、琉球王朝時代に中国からもたらされた鳴き声の美しい鳥
である。
　王朝時代には王家や士族の愛玩鳥で、戦争で絶滅したと思われていたが、
奇跡的に具志川市と沖縄市等で保護されていた。
平成３年に沖縄県より指定文化財の指定を受けた貴重な鳥である。

（写真提供：うるま市教育委員会）

うるま市の鳥『チャ－ン』

　アオイ科。和名はオオハマボウ。
花は鮮やかな黄色で、亜熱帯から熱帯に
かけて分布する。昔は樹皮から取れる繊
維や葉っぱを利用する等生活に密着した
花木であった。現在でも潮害防備林とし
て活用され、県内の海岸沿いでもよく見
られる。

　ベラ科。和名はシロクラベラで、最
大で１メートルにもなる大型魚。
　青の文様が美しく、サンゴ礁に生息
し、通年観察できる。
　沖縄を代表する高級魚の一つであ
る。

うるま市の花木『ユウナ』（方言名）

うるま市の魚『マクブ』（方言名）

　トウカムリガイ科で、漢字で「唐冠貝」
と書くように、中国の帽子に似ていること
から名付けられた。
　うるま市の海域に生息しており、成長す
ると体長４０cmにもなる大型巻貝で、ヒ
トデ等を食べることでも知られている。
　昔から聖域である祠にも祀られている。

市の貝『トウカムリ』

保育幼稚園課

第 10 章　民生委員・児童委員の活動、
　　　　 福祉施設等所在地一覧
第 10 章　民生委員・児童委員の活動、
　　　　 福祉施設等所在地一覧

　アオイ科。和名はオオハマボウ。
花は鮮やかな黄色で、亜熱帯から熱帯に
かけて分布する。昔は樹皮から取れる繊
維や葉っぱを利用する等生活に密着した
花木であった。現在でも潮害防備林とし
て活用され、県内の海岸沿いでもよく見
られる。

　ベラ科。和名はシロクラベラで、最
大で１メートルにもなる大型魚。
　青の文様が美しく、サンゴ礁に生息
し、通年観察できる。
　沖縄を代表する高級魚の一つであ
る。

うるま市の花木『ユウナ』（方言名）

うるま市の魚『マクブ』（方言名）

　トウカムリガイ科で、漢字で「唐冠貝」
と書くように、中国の帽子に似ていること
から名付けられた。
　うるま市の海域に生息しており、成長す
ると体長４０cmにもなる大型巻貝で、ヒ
トデ等を食べることでも知られている。
　昔から聖域である祠にも祀られている。

市の貝『トウカムリ』
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　　児童福祉法に基づいて、18歳未満の児童及び妊産婦の福祉に関し、実情の把握に努め、必要
な情報の提供を行うとともに、家庭その他からの相談に応じ、必要な調査及び指導等を行いま
す。

（１）　家庭児童相談室設置事業
　　家庭における適正な児童養育、その他家庭における児童福祉の向上を図るため家庭相談員を
配置し、その相談業務を行います。
　　家庭児童相談室とは、0歳から18歳未満の児童について日頃悩んでいる育児の問題や教育に関
する問題、その他児童のあらゆる事柄について気軽に相談できるところです。
　　子どもたちを心も体も丈夫に育てるために、専門的な技術と豊かな知識・経験を持った家庭
相談員が問題解決に努めています。

１．児　童　福　祉

②新規相談受付状況（経路別）

①新規相談受付状況（種類別） （人）

（人）

養護相談
区　分

児童虐待 その他

78

148

98

193

178

228

109
113
21
8
15
1
9
38
5
1
77
14
2
32
445

26
83
7
16
12
2
4
66
1
0
77
16
2

142
454

53
121
19
10
17
1
5
72
2
1

116
18
3
93
531

6

7

4

6

9

9

19

8

8

62

61

44

90

34

140

454

445

531

保　健 障　害 非　行 育　成 その他 計

平　成
30年度
令　和
元年度
令　和
２年度

項　　　　　目 平成30年度 令和元年度 令和２年度

児 童 相 談 所 ・ 県

市 町 村

保 育 所 ・ 児 童 福 祉 施 設

医 療 機 関

警 察

保 健 所

幼 稚 園

学 校

教 育 委 員 会 等

児 童 委 員

家 族 ・ 親 族

近 隣 ・ 知 人

児 童 本 人

そ の 他

合 計



（２）　児童虐待防止事業（要保護児童対策地域協議会）
　　うるま市要保護児童対策地域協議会は、児童の福祉に関連する関係機関で構成され、児童福
祉法第25条の２第２項の規定に基づき、平成19年度に設置されました。

　　児童虐待の早期発見と防止に関する広報、啓発活動の推進を図るとともに、児童虐待に関す
る情報の交換や支援に関する協議を行います。

（３）　子育て不安家庭等支援事業
　　子育て不安や児童虐待問題など、子育てについての悩みを一緒に考えます。また、家庭・地
域の子育て力を高める為の講座等、多様な子育て支援業務を実施しています。

　①児童虐待防止講演会
　　市民、関係機関等を対象として、虐待防止啓発を図る講演会を開催。
　②子育て応援カード「Welcome赤ちゃん」の配布
　　地域の子育て相談窓口の連絡先を記載したパンフレットを出生届時に配布しています。
　③子どもSOS相談メール
　　子ども本人や子育て中の親などからの悩みについて、相談しやすいシステムの確立を目的と
して「子どもSOS相談メール」で相談を受けています。
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③令和２年度　児童虐待相談の内訳（実件数）

①要保護児童対策地域協議会個別ケース会議

会議回数
平成30年度
100回

令和２年度
213回

令和元年度
162回

身体的虐待 性的虐待

児童虐待相談件数

ネグレクト 心理的虐待 計
年度

令 和 ２ 年 度 37 1 3 57 98



（４）　助産施設入所措置事業
　　保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により入院助産を受けることができない妊産
婦を入院させ、安心して出産ができるよう支援をします。

（５）　児童手当　（こども手当）
　　次世代の社会を担う子どもの健やかな育ちを応援するという趣旨のもと、平成22年度に「子
ども手当」が創設され、平成24年度より児童手当となり支給されました。
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項　目

子ども手当

2月、6月、10月に、それぞれの前月分までが支給されます

０歳から中学校修了（15歳になった後の最初の３月31日）までの子ども

なし なし あり

支
払
月

趣
　
　
旨

対
象
児
童
受
給
資
格

子ども手当
（特別措置法分）

児童手当
（平成24年４月から）

年　度
助産施設措置状況

平成30年度 令和元年度 令和２年度

措 　 置 　 件 　 数 10 14 11

所
得
制
限

手
当
額

次代の社会を担う子どもの健やか
な育ちを応援する趣旨のもとで支
給しており、子育てを未来への投
資として社会全体で応援するとい
う観点から実施しています

　子を監護し、生計を同一にする父母等のうち、生計を維持する程度の高い方（一般的には所得の高い方）が
受給者となります。 （公務員は勤務先で申請）

子ども１人につき 
一律13,000円(月額)

３歳未満の児童　
一律15,000円（月額）
３歳以上の児童
第１子　　　10,000円（月額）
第２子　　　10,000円（月額）
第３子以降　15,000円（月額）
中学生一律　10,000円（月額）

子ども手当（特別措置法分）と同じ

ただし、所得超過の場合
児童一人につき
一律5,000円（月額）

子ども及び子育て家庭をめぐる状
況を鑑み、平成二十四年度からの
恒久的な子どものための金銭給付
の制度に円滑に移行できるよう、
平成二十三年度における子ども手
当の支給等について必要な事項を
定めるものとしています

父母その他の保護者が子育てにつ
いての第一義的責任を有するとい
う基本的認識の下に、児童を養育
している者に児童手当を支給する
ことにより、家庭等における生活
の安定に寄与するとともに、次代
の社会を担う児童の健やかな成長
に資することを目的としています



（６）　こども医療費助成事業
　＜目　的＞　　こどもの医療費の一部を助成することにより、こどもの疾病の早期発見と早期

治療を促進し保健の向上と健全な発育に寄与することを目的としています。
　＜助成の対象となる者＞
　　（1）　健康保険に加入していること。
　　（2）　本市に住民登録を有していること。
　　（3）　生活保護法による保護をうけていないこと。
　　（4）　他の条例等に基づく医療費の助成を受けていないこと。

　＜対象者の範囲＞
　　通　院　　：　　中学校卒業（15歳の誕生日前日以後最初の３月31日）まで
　　入　院　　：　　中学校卒業（15歳の誕生日前日以後最初の３月31日）まで
　　　　　　　　　　※平成30年10月診療分から就学前児を対象に通院及び入院について現物給

付方式による窓口無料化を実施

（７）　養育支援訪問事業
　　子育てに対する不安や様々な要因で一般の子育て支援サービスを利用することが難しい家庭
を訪問し、個々の家庭の抱える養育上の諸問題の解決、軽減を目的としています。
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年　　度

平成30年度

年　　度 延べ支給件数（内入院件数） 支給総額

平成30年度

令和元年度

令和２年度

201,367（1,434）

222,460（1,664）

170,874（1,098）

281,034（48,718）

345,180（59,993）

264,852（41,158）

令和元年度

令和2年度

＜児童手当受給者数等＞
受　給　者　数 算定基礎延べ児童数 総　支　給　額

10，565人

10，580人

10，574人

236，418人

235，148人

234，716人

2,744,080

2,726,240

2,714,300

＜支給者数及び支給総額＞ （単位：千円）

（単位：千円）

※平成25年11月より自動償還払い制度を導入
※平成29年４月から通院対象児を中学校卒業まで対象年齢を拡充

項　目 専門的相談支援育児・家事援助

 74  件

219  件

120  件

218  件

288  件

42  件

平成30年度

令和元年度

令和２年度

養育支援訪問件数（延べ支援件数）



　　母子及び寡婦福祉法に基づいて、母子及び寡婦家庭の生活全般にわたる相談及び母子・寡婦
福祉資金の貸付相談等を行います。

　　また、児童扶養手当法に基づき、ひとり親世帯等へ児童扶養手当等を支給し、ひとり親世帯
等の生活の安定と自立の促進、児童の福祉の向上を図ります。

（１）　母子・父子・寡婦福祉資金貸付制度
　　母子家庭、父子家庭、及び寡婦家庭の経済的自立及び生活の安定を図ることを目的として、
同貸付制度があり、事業開始資金をはじめ12種類の貸付金を無利子あるいは低利子で貸し付け
ています。

　　貸付を受けたい者は、居住する市にて申し込みを行い、中部福祉事務所の審査等を経て貸付
の可否が決定されます。

（２） 母子・父子家庭等医療費助成事業
　　母子及び父子家庭等及び養育者世帯の子に対し、受けた医療費の本人負担金の一部について
助成することにより、生活の安定と自立を支援し、保健福祉の向上を図るための事業である。
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区　　分

＜支給対象者数及び支給総額＞
平成30年度 令和元年度 令和２年度

支給対象者数（人）

支 給 額 （ 千 円 ）

5,295

59,042

4,209

61,628

5,583

63,947

令和３年3月現在（単位：千円）

２．母　子　福　祉

令和２年度　母子・父子・寡婦福祉資金貸付

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12

1
1
35
4
1
0
0
2
0
3
36
0
83

0
0
10
4
0
0
0
0
0
0
11
0
25

0
0

26,778,000
5,068,800

0
0
0
0
0
0

3,085,000
0

34,931,800

資　 金　 種　 別 相談件数 決定件数 金　額
事 業 開 始 資 金
事 業 継 続 資 金
修   学   資   金
技 能 習 得 資 金
修   業   資   金
就 職 支 度 資 金
医 療 介 護 資 金
生   活   資   金
住   宅   資   金
転   宅   資   金
就 学 支 度 資 金
結   婚   資   金
　 合 　 　 　 　 計 　
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（３）　児童扶養手当
　　父母の離婚等により、ひとり親となった児童の母親や父親、又は両親に代わって児童を養育
している方、または両親のいずれかが身体等に障害がある児童の母親や父親に対し、児童の福
祉増進を図ることを目的として支給されます。（所得制限があります。）

　　＊ 上記は対象児童が１人の場合の手当額です。
　　　児童が２人の場合は上記金額に5,100円～10,180円加算、３人以降はさらに3,060円～
　6,100円ずつ加算されます。

　　＊ 一部支給額は所得額に応じて決定されます。（養育費の８割を加算）

（４）　特別児童扶養手当
　　身体や精神に中程度以上の障害がある20歳未満の児童を監護する父母もしくは養育者に対
し、児童の福祉増進を図ることを目的として支給される手当です。

　　＊ 手当の額（令和2年4月現在）
　　　　　１級該当の児童１人につき　52,500円（月額）
　　　 　  ２級該当の児童１人につき　34,970円（月額）

区　　分

＜受給者数及び支給総額＞
平成30年度 令和元年度 令和２年度

受給者数（延人数）

支 給 額 （ 千 円 ）

27,813

1,267,356

34,113

1,587,553

27,519

1,246,457

区　　分 令和２年４月～

全　 部　 支　 給

一　 部　 支　 給

月額　43,160円

月額　43,150円 ～ 10,180円

事由別

令和２年度　受給者状況
離　婚 死　亡 障　害 遺　棄 その他保護命令未　婚 計

受 給 者 数 1,822 15

※ 手当の額

令和３年３月末現在

令和３年３月末現在

43 6 1248 119 2,254

１級

２級

計

＜障害児童数＞

外部障害 内部障害
知的障害

の　　み

　　71

137

208

そ の 他

重複障害

12

0

12

知的障害
及　　び
精神障害

8

348

356

29

20

49

7

43

50

合計

166

774

940

精神障害

39

226

265



（５）　母子家庭等自立支援事業
　①母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業
　　母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的な能力開発を支援するもので、雇用保険の教育訓練給
付の受給資格を有していない人が指定教育講座を受講し、終了した場合、経費の 60％（1万 2千
円以上で 20万円を上限）が支給されます。

　＊ 対象となる方
　　市内に居住する 20 歳未満の児童を養育している母子家庭の母又は父子家庭の父で、次のすべ
ての要件を満たす方
　　・児童扶養手当の支給を受けているか、または同様の所得水準にある方
　　・受講日開始日現在において、雇用保険法による教育訓練給付の受給資格を有していない方
　　・給付を受けようとする者の就業経験、技能、資格の取得状況や労働市場の状況などから判断

して、当該教育訓練を受けることが適職に就くために必要であると認められる方
　　・原則として、過去に本制度を利用していない方
　＊ 対　象　講　座
　　・雇用保険制度における教育訓練給付の指定教育訓練講座
　　・就業に結びつく可能性の高い講座であり、国が別に定める講座
　＊ 支 給 額
　　・対象講座（1講座に限る）に要した受講料の 100 分の 60に相当する額（ただし、当該額が 20

万円を超える場合は、20 万円とし、1 万 2 千円を超えない場合は給付金の支給はされませ
ん。）

②高等職業訓練促進給付金事業
　　母子家庭の母又は父子家庭の父が看護師や介護福祉士等の資格取得のため、1年以上養成機関
等で修業する場合に、「高等職業訓練促進給付金」を支給することで、生活の負担の軽減を図り、資
格取得を容易にすることを目的とする。
　＊ 対象となる方
　　市内に居住する 20 歳未満の子どもを養育している母子家庭の母又は父子家庭の父で、次のす
べての要件を満たす方
　　・児童扶養手当を受けているか、または同様の所得水準にある方
　　・対象資格に掲げる資格を取得するために養成機関において 1 年以上のカリキュラムを修業

し、対象資格の取得が見込まれる方
　　・就業または育児と修業の両立が困難であると認められる方
　　・原則として、過去に本制度を利用していない方

　＊ 対 象 資 格
　　・看護師（准看護師）、介護福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士、美容師、歯科衛生士
　　・その他上記に準じて市長が定める資格
　＊ 支  給  額     
　　・対象者及び対象者と同一世帯の方の市町村民税が非課税世帯の場合、月額 100,000 円。課税

世帯の場合、月額 70,500 円が支給されます。
　　・また、受給対象者の養成機関における課程の修了までの期間の最後の 12月については、上記

の額へ 40,000 円加算し支給されます。
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区　　分

＜支給対象者数及び支給総額＞
平成30年度 令和元年度 令和２年度

自立支援教育訓練給

付金（支給件数）

支 給 額 （ 円 ）

10

560,399

6

229,881

8

378,565



（５）　母子家庭等自立支援事業
　①母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業
　　母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的な能力開発を支援するもので、雇用保険の教育訓練給
付の受給資格を有していない人が指定教育講座を受講し、終了した場合、経費の 60％（1万 2千
円以上で 20万円を上限）が支給されます。

　＊ 対象となる方
　　市内に居住する 20 歳未満の児童を養育している母子家庭の母又は父子家庭の父で、次のすべ
ての要件を満たす方
　　・児童扶養手当の支給を受けているか、または同様の所得水準にある方
　　・受講日開始日現在において、雇用保険法による教育訓練給付の受給資格を有していない方
　　・給付を受けようとする者の就業経験、技能、資格の取得状況や労働市場の状況などから判断

して、当該教育訓練を受けることが適職に就くために必要であると認められる方
　　・原則として、過去に本制度を利用していない方
　＊ 対　象　講　座
　　・雇用保険制度における教育訓練給付の指定教育訓練講座
　　・就業に結びつく可能性の高い講座であり、国が別に定める講座
　＊ 支 給 額
　　・対象講座（1講座に限る）に要した受講料の 100 分の 60に相当する額（ただし、当該額が 20

万円を超える場合は、20 万円とし、1 万 2 千円を超えない場合は給付金の支給はされませ
ん。）

②高等職業訓練促進給付金事業
　　母子家庭の母又は父子家庭の父が看護師や介護福祉士等の資格取得のため、1年以上養成機関
等で修業する場合に、「高等職業訓練促進給付金」を支給することで、生活の負担の軽減を図り、資
格取得を容易にすることを目的とする。
　＊ 対象となる方
　　市内に居住する 20 歳未満の子どもを養育している母子家庭の母又は父子家庭の父で、次のす
べての要件を満たす方
　　・児童扶養手当を受けているか、または同様の所得水準にある方
　　・対象資格に掲げる資格を取得するために養成機関において 1 年以上のカリキュラムを修業

し、対象資格の取得が見込まれる方
　　・就業または育児と修業の両立が困難であると認められる方
　　・原則として、過去に本制度を利用していない方

　＊ 対 象 資 格
　　・看護師（准看護師）、介護福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士、美容師、歯科衛生士
　　・その他上記に準じて市長が定める資格
　＊ 支  給  額     
　　・対象者及び対象者と同一世帯の方の市町村民税が非課税世帯の場合、月額 100,000 円。課税

世帯の場合、月額 70,500 円が支給されます。
　　・また、受給対象者の養成機関における課程の修了までの期間の最後の 12月については、上記

の額へ 40,000 円加算し支給されます。

（６）　母子家庭等日常生活支援事業
　　母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦の方が、修学や病気等で、日常生活を営む上で一時的に
支障が生じた場合に、家庭生活支援員を派遣し、生活援助や保育サービスを提供する事業で
す。

　＊ 派遣対象家庭
　　母子家庭、父子家庭、寡婦世帯であって、技能習得のための通学・就学活動・疾病・看護・
冠婚葬祭・学校等への公式行事への参加等で、日常生活を営む上で一時的に支障が生じてい
る家庭を対象にします。

　＊ 自 己 負 担
  　所得により、生活援助で１時間当たり0～300円、保育サービスで1時間当たり0～150円の自
己負担があります。

（７）　女性福祉相談等事業
　　家庭、経済、夫婦関係、離婚、家庭内暴力、ドメスティック・バイオレンス（DV）などの女
性に関する各種相談に応じ、問題解決のお手伝いをするため、女性相談員を配置しました。
　①　相談受付状況　
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区分

年度

合計来所相談 出張相談 その他

173

183

121

5

1

7

34

48

74

25

36

103

実人数実人数実人数

電話相談

実人数実人数

237

268

305

区　　分

＜支給対象者数及び支給総額＞
平成30年度 令和元年度 令和２年度

高等職業訓練促進給
付金（支給実件数）
高等職業訓練終了支
援給付金（支給件数）
支給額（円）

19 1914

区　　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度

登 録 者 数 71 2348

10 64

20,391,000 22,044,50015,541,500

平成30年度

令和元年度

令和２年度
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（8）　ひとり親家庭生活支援モデル事業「うるはし」
　　さまざまな課題を抱えているひとり親家庭（児童扶養手当受給者）に対して住宅支援を行うと
ともに、コーディネーターによる生活支援や就労支援など自立に向けた総合支援を行います。
　（平成25年11月事業開始）

　<ひとり親家庭生活支援モデル事業利用者>

区　　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度

継 続 支 援 世 帯 数

新 規 決 定 世 帯 数

支 援 終 了 世 帯 数

年 度 末 支 援 世 帯 数

　　4世帯９名

　　12世帯35名

　　　5世帯11名

　　　11世帯33名

　　　11世帯35名

　　　5世帯16名

　　　11世帯35名

　　　5世帯14名

　　８世帯19名

　　６世帯17名

10世帯27名

　　４世帯９名
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② 来所相談者の主訴別状況
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